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研究成果の概要（和文）：本研究では、インドネシア西ジャワ農村において、2000年から継続調査している対象
者とその子世代について社会人口的状況や健康・栄養状態を調査した。対象者の7割は既婚で多くが子持ちであ
った。初産年齢は20.5歳と低いがその後の出生間隔が長く、2000年当時みられた短い出生間隔による子どもの栄
養状態への影響は軽減されていた。対象者の子世代の出生時の体格や対象者の成人後の体格はインドネシア平均
と同等であり、2000年に顕著だった都市農村間の差はなかった。対象者の成人後の平均身長は親世代より高くセ
キュラートレンドが観察されたとともに、特に女性で親世代よりも肥満の割合が上昇していた。

研究成果の概要（英文）：In this study, we investigated the socio-demographic, health and nutritional
 status of the subjects and their children who have been continuously surveyed since 2000 in rural 
West Java, Indonesia. Seventy percent of the subjects were married and many had children. The age at
 first birth was as low as 20.5 years, but the interval between subsequent births was long. 
Therefore, we did not observe an effect of the shortened birth interval observed in 2000 on child 
nutritional status. The physique at birth of the children of the subjects and the physique of the 
subjects after adulthood were the same as the Indonesian average, with no significant differences 
between urban and rural areas observed in 2000. The average height of the subjects after adulthood 
was higher than that of their parents, and a secular trend was observed. Women were more likely to 
be obese than their parents.

研究分野：国際保健

キーワード： 子どもの成長　インドネシア　低栄養　成長　環境変化と子どもの健康　開発途上国

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
成人後の健康にとって子どもの胎児期や幼少期の環境要因が重要であることが認識されるようになったが、子ど
もを成人期まで追跡し、成人期の生活習慣病との関連を検証している研究は少ない。一方、幼少期の急激な栄養
改善もまた成人後の健康に悪影響を及ぼす可能性が示されているが、特に開発途上国において、その実証データ
は限られている。本研究は、インドネシア農村部にて幼少期に低栄養だった対象児たちを成人まで追跡し、本人
の成人後や子世代の健康・栄養状態との関連を調べるものであり、インドネシアではあまり前例のない縦断的研
究となる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１． 研究開始当初の背景 

 
成人後の健康にとって子どもの胎児期や幼少期の環境要因が重要であることが認識されるよ
うになったが（DOHaD仮説）、子どもを成人期まで追跡し、成人期の生活習慣病との関連を検証
している研究は少ない。一方、DOHaD仮説では、幼少期の急激な栄養改善もまた成人後の健康
に悪影響を及ぼす可能性が示されているが、特に開発途上国において、その実証データは限られ
ている。このことは、SDGsなどの開発目標に子どもの成長指標が採用され、国際社会が子ども
の栄養改善に向けて動いている現状において、重要な課題である。 
本研究の対象国であるインドネシアは、低栄養の問題が十分に解決されないまま肥満や糖尿
病といった過栄養の問題が顕在化し、栄養不良の二重負荷（Double burden of malnutrition）とし
て世界的にも注目を集めている。本研究開始当初の最新の保健統計によれば、子どもの stunting
（成長阻害）の割合が 3割と世界的にも最も高い一方で、成人男性の 2割・成人女性の 3割が肥
満であった。また、このような栄養不良の二重負荷が同一世帯内にみられる（多くの場合、母親
が肥満である一方で子どもが低栄養）のも、インドネシアの特徴として報告が多い。世帯内の栄
養不良の二重負荷の関連因子として母親の低身長などが指摘されるが、そのメカニズムは明ら
かになっていない。 
研究代表者は 2000年から 2004年にかけて、インドネシア西ジャワ農村に計 2年間住み込み、
集落の 12歳以下の子ども全数を対象に、子どもの栄養・成長とその規定要因に関する研究を行
った。当時は 7割弱の対象者が stunting（成長阻害）であったが、その対象者達も成人し、2015
年に現地を訪問した際には、同村で結婚し、子どもを持っている対象者が少なくないことが確認
された。 
 
２． 研究の目的 

 
本研究は、2000 年から調査を継続しているインドネシア西ジャワ農村において、幼少期に低
栄養だった対象児たちの成人後の生活習慣病リスクと次世代への影響を検証することを目的と
した。2000 年から追跡している対象者が成人となった今だからこそできる研究であり、当該課
題についてインドネシアではあまり前例のない縦断的研究となるとともに、他の開発途上国へ
の波及効果が期待できる。 
 
３． 研究の方法 

 
本研究の対象地である西ジャワ農村は、

2000 年当時の村の統計によると、総世帯数
1,440世帯、総人口 6,434人、人口密度は 2,115
人/km2であった。村の土地面積は 304ha であ
り、水田は約 160ha、畑地は約 110haを占めて
いた。村は 10集落に分かれており、そのうち
の 2 集落を調査対象集落とし、2 集落に住む
12歳以下の子ども全員とその家族を調査対象
とした。 

2000 年当時の対象者は 518 名、そのうち
2004年まで継続的に調査ができ、かつ、採血
を含むすべてのデータ収集ができたのは 418
名であった。本研究では、その 418 名につい
て、追跡調査を行った。 
まず、418名が現在も村に在住しているかど
うかを確認するため、予備的な世帯調査を実施
した。そのうえで、村に在住していることが確
認できた対象者について、社会人口指標に関す
る質問紙調査、健康・衛生指標に関する質問紙
調査、食事調査、活動調査、身体計測を実施し
た。同意の得られた対象者には血液検査も実施
した。また、対象者の子どもについて、社会人
口指標に関する質問紙調査、健康・衛生指標に
関する質問紙調査、身体計測を実施した。対象
者の配偶者についても、状況把握のために、社
会人口指標に関する質問紙調査、健康・衛生指
標に関する質問紙調査を実施した。 



なお、本調査は、国立環境研究所医学研究倫理審査委員会ならびにボゴール農科大学医学研究
倫理委員会での承認を得たうえで実施した。 
 
４． 研究成果 

 
（１）社会人口指標 
少しデータは古いが、2015年の村の統計によれば、総世帯数 1,925世帯、総人口 9,615人、人
口密度は 3,161 人/km2と、2000 年以降も人口の増加が続いていた。村の年齢階級別人口のデー
タによれば（精度が十分に担保されたものかどうかは不明確であるが）、全体の人口構造はピラ
ミッド型に近く、年少人口割合は 36％といまだ若い集団である。 
追跡調査をした 418名のうち、199名（男性 102名、女性 97名）が村に在住してることが確
認できた。平均年齢は 2022年の調査時点で、男性 27.2±3.4歳、女性は 26.5±3.3歳であった。対
象者の保護者世代は、多くが初等教育しか受けておらず、平均教育歴が父親 4.7年、母親 3.7年
であったが、対象者のうち、最終学歴が初等教育以下は 57％、中学校卒業が 17％、高校卒業が
23％、大学等高等教育が 5％と、就学状況は大きく改善していた。1人当たり月収は平均 89万ル
ピアであり、物価上昇の影響もあって 2000年当時からは大幅に増加していた。 
 2000 年当時、村人の約 7 割が農業に従事していたが、その割合は減っており、対象者のうち
耕作できる土地を所有あるいは借用しているものは 5％のみで、農業に従事している場合でもほ
とんどが日雇いの農業賃労働であった。その他、主要な職業としては、自営業や商人などであっ
た。 
婚姻状況については、対象者のうち未婚者が 27％、既婚者が 71％、離婚者が 2％であった。
世帯人数は平均 4.8 人と、平均 5.9 人であった 2000 年当時からは減少していた。対象者のほと
んどは 20代であるため、親世代との同居も多くみられた。既婚者のうち、13％はまだ子どもが
おらず、子ども 1 人が 60％、2 人が 22％、3 人が 5％であった。母親の第 1 子出産年齢は平均
20.5 歳と、2000 年当時ほどではないものの、いまだ初産年齢が低いことが明らかとなった。出
産間隔は、結婚から第 1 子出産までが平均 15か月、第 1 子から第 2子出産の間隔が平均 57か
月、第 2子から第 3子出産の間隔が平均 48か月であった。初産年齢は低いものの、その後の出
生間隔を長くとり、子どもの数を抑えているものと考えられる。2000 年当時の対象者は、平均
出生順位が 3.8、平均出生間隔が 3.4年であり、特に出生間隔が 2年未満と短い場合に兄弟間の
資源分配や母親の産後回復が十分でないことから子どもの栄養状態が悪い傾向にあることを報
告してきたが（Sekiyama et al., 2005）、対象者の子世代ではそのような影響は軽減されていると
考えられる。 
対象者の子どもについて、出生時の平均体重は 3.1±0.4㎏、平均身長は 48.3±5.1㎝であった。
低出生体重児は全体の 6％と、インドネシア国民健康調査の結果とほぼ同じであった
（RISKESDAS, 2018）。また、2.5㎏以上 3㎏未満が 32％、3㎏以上 4㎏未満が 60％、4㎏以上が
3％であり、この分布もインドネシア国民健康調査の結果とほぼ同じであった（RISKESDAS, 
2018）。2000年当時は、出生体重を計測していない場合が多かったため、過去との定量的な比較
はできないが、対象者世代よりも対象者の子世代のほうが出生時の栄養状態は良好であると考
えられる。 
 
（２）健康・栄養状態 
対象者の身体測定結果については、男性は平均身長 166.1±5.7cm、平均体重 58.8±11.9㎏、平
均 BMI21.3±3.9であり、痩せ 8％、普通 78％、肥満（BMI25以上）14％であった。女性は、平
均身長 155.3±5.4cm、平均体重は 57.1±10.6㎏、平均 BMI23.6±3.8であり、痩せ 3％、普通 61％、
肥満（BMI25以上）36％であった。平均身長については、インドネシアの平均（男性 166㎝、女
性 154㎝; World population review, 2023）とほぼ同じであった。2000年当時は、子どもの身長に
ついて都市部と農村部との差が顕著で、本対象者も国の平均より低身長であったが、成人後の身
長にはそのような差がみられなかった。なお、上述の成人平均身長について、インドネシアは世
界で最も低い上位 10か国に含まれている（World population review, 2023）。肥満の割合は、男性
が国の平均よりやや低く、女性がやや高い状況であった。 
対象者の母親（2000年当時平均年齢 32.7歳）については、2000年当時に身体計測を実施して
おり、平均身長 149.0±4.7cm、平均体重 50.3±10.6㎏、平均 BMI22.6±3.8、痩せ 3％、普通 77％、
肥満（BMI25以上）20％であった。平均身長は対象者の母親世代よりも対象者世代のほうが 6㎝
程度高く、セキュラートレンドが確認できた。同集落で小学校 4 年生に焦点を絞って、2001 年
と 2015年とで平均身長を比較した際には、5.2㎝（男児：5.9cm、女児：4.7㎝）の増加がみられ、
日本や中国において最も顕著なセキュラートレンドが見られた時期の増加量と類似していた。
このことから、本対象村において、2000 年以降に集団レベルで身長が高くなっていることが明
らかとなった。 

 
以上のように、本研究では、2000 年から調査を継続しているインドネシア西ジャワ農村にお
いて、幼少期に低栄養だった対象者たちの成人後の社会人口的状況や健康・栄養状態を調べると
ともに、対象者の子ども世代についても出生時の状況や健康状況を調べた。対象者の多くは 20
代であったが、7割は既婚であり、既婚者の多くが子どもを持っていた。初産年齢は 20.5歳とい



まだ低いものの、その後の出生間隔を長くとり、子どもの数を抑えているものと考えられた。
2000 年当時は短い出生間隔が子どもの栄養状態に影響を及ぼしていたが、対象者の子世代では
そのような影響は軽減されていると考えられる。対象者の子どもについて、出生時の平均体重・
身長は、インドネシア国民健康調査の結果とほぼ同じであった。また、成人後の対象者について、
平均身長はインドネシア成人の平均身長とほぼ同等であり、2000 年に顕著だった都市部農村部
の差がみられなかった。成人後の平均身長を世代間比較すると、対象者世代は親世代より約 6cm
身長が高く、セキュラートレンドが観察された。また、肥満は対象者にも顕著にみられ、特に女
性は 3割が肥満に相当するなど親世代よりも肥満の割合が上昇していた。 
コロナウィルス感染症の影響により現地調査実施に大幅な遅れがあり、十分な解析時間を確
保できなかったため、今後、食事調査、活動検査、血液検査内容も含め、個人レベルでの分析を
進めていく。 
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